
  

 

令和５年度情報システムに係る情報セキュリティ監査業務 

に係る請負先の公募について 

  

                              令和５年７月２８日 

                          独立行政法人中小企業基盤整備機構 

                               監査統括室長 安部 隆久 

 

標記の件について下記のとおり公告する。 

 

記 

１．業務目的 

  機構が取り扱う情報及び情報システム（以下､｢情報資産｣という。）の適正な運用に寄与す

ることを目的に、以下の事項を含む監査を情報セキュリティ監査として実施する。 

（ア）管理規程・管理基準に政府統一基準を満たすための適切な事項が定められていること。 

（イ）実施手順が管理規程・管理基準に準拠していること。 

（ウ）被監査部門における実際の情報資産の運用が管理規程・管理基準等に準拠していること。 

 

２．業務概要 

（１）監査対象(被監査部門)について 

情報システムセンター、財務部、広報・情報戦略統括室、近畿本部を対象に実施する。ま

た、過年度フォローアップについては、情報システムセンター、経営支援部、事業承継・再

生支援部、中小企業大学校東京校を対象に実施する。 

 

（２）業務内容について  

 ⅰ．管理規程・管理基準等の政府統一基準群の改定に対する対応方針の確認 

【情報システムセンター】 

昨年度に全事項の準拠性監査を実施したこと、及び今年度に政府統一基準群が改定さ

れたことを鑑み、昨年度監査の結果に対する改善措置事項の対応方針及び今年度改定さ

れた政府統一基準群に係る対応の方向性を確認することで、準拠性を検証する。 

ⅱ．個別情報システムの情報資産に係る情報セキュリティ対策・運用状況の検証 

【財務部、広報・情報戦略統括室】 

以下の個別情報システムの情報資産に係るセキュリティ対策・運用状況が、管理規程・

管理基準等に準拠しているか検証する。 

①ＳＰＡＴ－Ａ（財務会計システム）【所管：財務部】 

②小規模事業者統合データベース【所管：広報・情報戦略統括室】 

ⅲ．地域本部の情報資産に係るセキュリティ対策・運用状況の検証 

【近畿本部】 

地域本部が保有・利用する情報資産に係るセキュリティ対策・運用状況が、管理規程・

管理基準等に準拠しているか検証する。 

ⅳ．過年度に行われた外部専門機関による情報セキュリティ監査において発見された事項の



フォローアップ 

【情報システムセンター、経営支援部、事業承継・再生支援部、中小企業大学校東京校】 

過年度に実施した外部専門機関による情報セキュリティ監査結果への被監査部門にお

ける改善措置状況について確認し、フォローアップを実施する。 

①機構ＷＡＮ【情報システムセンター】 

②よろずカルテシステム【経営支援部】 

③中小企業再生支援協議会事業に係る業務効率化システム【事業承継・再生支援部】 

 ④事業引継ぎ支援ＤＢ【事業承継・再生支援部】 

    ⑤ノンネームデータベース（ＮＮＤＢ）【事業承継・再生支援部】 

    ⑥東京校校内ＬＡＮ【関東本部（東京校）】 

 

３．業務実施期間 

   契約締結日から令和６年２月２９日(木曜)まで 

 

４．調達手続き 

 （１）調達方式 

    一般競争入札（総合評価落札方式）により請負先を決定する。 

 

 （２）競争参加資格（入札参加要件） 

   ①中小企業基盤整備機構契約事務取扱要領第２条及び第３条の規定に該当する者    

でないこと。 

※要領については以下の当機構Ｗｅｂサイトを参照のこと。 

https://www.smrj.go.jp/org/info/bid/contract/index.html 

   ②中小企業基盤整備機構反社会的勢力対応規程（規程 22第 37号）第２条に規定する反

社会的勢力に該当する者ではないこと。 

※以下の当機構Ｗｅｂサイトを参照のこと。 

https://www.smrj.go.jp/org/policy/index.html 

 ③令和４・５・６年度の全省庁統一資格を有する者であり、「役務の提供等（303調査・

研究）」、「役務の提供等（304情報処理）」、「役務の提供等（306ソフトウェア開発）」

又は「役務の提供等（315その他）」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされて

いる者であること。 

④全省庁統一資格を有していない者であっても、下記※に記載の方法により資格申請を

行い、機構が上記③と同等の資格を有することを確認し、本入札に限り参加を認めた

者であること。 

   ⑤本件公募における入札説明会に参加した者であること。 

   ⑥現在、機構の専門家として業務委託を締結している者または専門家が役員等に所 

    属する法人に該当する者ではないこと。 

   ⑦上記 ２.業務概要の(２) ⅱに係るシステムの開発を請け負った者の参加はできない

ものとする。（子会社及び関連会社も不可） 

   ⑧情報セキュリティサービス基準審査登録制度に登録しており、情報セキュリティサー

https://www.smrj.go.jp/org/info/bid/contract/index.html
https://www.smrj.go.jp/org/policy/index.html


ビス台帳に記載されていること。（どのサービス名称でも可） 

   ⑨現在有効な ISO/IEC 27001若しくは JIS Q 27001（ISMS）又はプライバシーマーク（P

マーク）の認証を受けていること。 

   ※上記④の資格審査申請を希望する者は、以下に示す問合せ先に電話もしくはメールで

連絡し、資格審査申請様式を入手の上、令和５年８月１０日（木曜）１７時までに下

記へ必要な書類を添えて資格審査申請を行うこと。 

    この審査結果は本入札についてのみ有効となります。 

    【問合せ先】 

     独立行政法人中小企業基盤整備機構 財務部 調達・管理課 

     競争参加資格審査担当  TEL 03-5470-1507 

                                 MAIL chotatsu@smrj.go.jp 

 

５．請負先選定方法 

 （１）企画評価委員会（プレゼンテーション）  

※参加者は全員マスク着用のこと。また参加人数は３名以内とする。 

    企画書に係る企画評価は、外部有識者及び当機構職員により構成される企画評価委員

会において行い、企画評価点を算出する。企画評価点（合計点のみ）については、開

札日当日、全者の初度入札書の開札前に公表する。 

 （２）価格評価（開札） ※参加者は全員マスク着用のこと。 

    価格評価において、予定価格（非開示）を超えた入札書は不合格とする。 

    入札金額について、定められた計算式により価格評価点（非開示）を算出する。 

 

 （３）総合評価（企画評価＋価格評価） 

    上記（１）及び（２）で算出した企画評価点と価格評価点（非開示）の合計点が最も

高い者（１者）を落札者とする。 

 

６．請負先選定日程（予定） 

（１）入札公告                 令和５年７月２８日（金曜） 

（２）入札説明会（オンライン開催）       令和５年８月 ８日（火曜） １５時 

（３）競争参加資格審査申請書提出期限      令和５年８月１０日（木曜） １７時 

（４）質問書の提出期限                      令和５年８月１０日（木曜） １７時 

（５）質問に対する回答                        令和５年８月１７日（木曜） 

（６）本件入札に係る参加表明期限        令和５年８月２９日（火曜） １７時 

（７）企画書及び入札書（初度）の提出期限    令和５年９月 １日（金曜） １２時 

（８）企画評価委員会（プレゼンテーション）   令和５年９月 ６日（水曜） 

（９）開札、請負先決定              令和５年９月 ８日（金曜） １４時 

 

７．入札説明会の開催（不参加・欠席の者は本件入札に参加できない） 

 （１）日時：令和５年８月８日（火曜）１５時～ 

 （２）開催方法：zoomウェビナーによるオンライン開催 



 （３）内容：本件に係る業務説明、企画書・入札書の作成・提出方法等 

 （４）参加人数の確認：説明会参加希望者は、「入札説明会参加申込書」に必要事項記入の上、

下記の連絡先宛て、令和５年８月７日（月曜）１２時までに E-Mail

にて申し込みを行うこと。参加人数は３名以内とする。 

zoom 参加の申込みのあった者に対しては、８月７日(月曜)までに、

E-Mailにて、zoomウェビナーの事前登録用の URLを連絡する。 

  【連絡先】〒105-8453 東京都港区虎ノ門 3-5-1 虎ノ門 37森ビル 6階 

   独立行政法人 中小企業基盤整備機構 監査統括室 時田、安部 

   Tel：０３－５４７０－１５８７ Fax：０３－３４３３－５３７４ 

E-Mail：kansa@smrj.go.jp 

（５）入札説明会資料の交付：入札説明会資料（仕様書、企画書作成要領等）は、入札説明

会の参加登録者に対し、８月７日(月曜)までに、E-Mailにて送付する。 

 

この公募に関する掲載期間は、令和５年７月２８日（金曜）から令和５年８月７日（月曜）ま

でとする。 


